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平成２４年１月２１日付けで、鉱業法の一部を改正する等の法律（平成２３年法律

第８４号）が施行され、鉱業法の運用が厳格化されたところです。 

しかしながら、鉱業法では「鉱業権者は、鉱業権の設定又は移転の登録があつた日

から６箇月以内に、事業に着手しなければならない。（第６２条）」という「鉱業権

者の事業着手義務」がありますが、改正鉱業法の施行後、当該義務違反が散見されて

います。 

ただし、この義務には例外として、やむを得ない事由により事業に着手することが

できない場合に限り、経済産業大臣の認可を受けることにより、事業着手の延期又は

事業の休止が認められています。 

仮に、手続がなされなかった場合には、鉱業法第５５条の規定に基づき鉱業権の取

消しがされる場合がありますので、鉱業権者各位におかれましては、上記手続を含め、

鉱業法上必要となる手続について留意ください。 

 

１．事業の未着手鉱区等の取扱いについて 

  鉱業権を取得したものの事業着手の延期を行う場合、又は事業の休止を行う場合

は、鉱業法第６２条第２項又は第３項の規定に基づき申請し、事業着手の延期又は

事業休止の認可を受けなければなりません。 

認可を受けないまま事業に着手しない又は事業を休止した状態が続いた場合に

は、鉱業権の取消しに該当します。 

なお、鉱業法改正に伴い、新たな審査基準が制定されておりますので、申請の際

には、ご確認の上、申請をしてください。 

 

２．現に受けている鉱業法第６２条第２項又は第３項の認可切れについて 

  鉱業権者が、鉱業法第６２条第２項の規定に基づき事業着手の延期の認可又は同

条第３項の規定に基づき事業の休止の認可を受けていて、当該認可期間の満了後、

引き続き事業の着手を延期し又は事業を休止しようとするときは、現に認可を受け

ている期間内に再度事業着手の延期申請又は事業休止の申請を行わなければなり

ません。 

  認可期間の経過後、なお認可を受けないまま事業に着手しない又は事業を休止し

ている場合には、鉱業権の取消しに該当します。 

 

 



【参考】 

 ・鉱業法 

 ・鉱業法に基づく中部経済産業局長の処分に係る審査基準等について（抜粋） 

 

なお、本件にかかる質問等については下記の連絡先までお問い合わせ願います。 

 

中部経済産業局 

資源エネルギー環境部鉱業課 

担当者：飯田、稲吉 

電話：０５２－９５１－２５６６ 

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S25/S25HO289.html
http://www.chubu.meti.go.jp/kogyo/ptivate/20120121sinsakijun.pdf

